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第４回 原発と気候危機

2021年2月2日 谷村暢子（原子力資料情報室）
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内容2

• 地球温暖化に対応する日本の方針
2050年 CO2実質ゼロへ 描く将来像とは

• もし、気候危機対策として原発に期待するとどうなるか？
スケジュールの問題 コストの問題

• 原発に期待をしつづけることで気候危機対策が遅れる理由
再エネ出力抑制問題
予算配分の問題・・・新型炉／小型炉ならいいのか？

• 温暖化と異常気象下での原発の運転リスク
• ネットゼロ社会の姿とは ２つの例



菅首相の所信表明
「2050年温室ガス排出実質ゼロ」を宣言
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『温室効果ガスの排出を2050年に80%削
減し、今世紀後半の早い時期に脱炭素社
会を実現する』

『2050年までに、温室効果ガスの排出を
全体としてゼロにする、すなわち50年
カーボン・ニュートラル、脱炭素社会の
実現を目指す』

2019年6月 パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略

2020年10月 菅首相 就任後初の所信表明演説

1.5℃目標への整合性が高くなった



2050年カーボンニュートラルに伴う
グリーン成長戦略4

電力需要の増加（現状より30～50％）
例：運輸の電動化（EV)

2020年12月策定

【電力】
再エネ 50-60％
水素・アンモニア発電 10％
火力＋CO2回収
原子力

14の重要分野ごとに
高い目標 現状の課題 今後の取組

30－40％

開発段階

原発を推進している

経産省HPより

遅くとも 2030 年代半ばまでに、乗用車新車販売で電動
車 100％を実現できるよう、



CO2回収技術とは5

経産省資源エネルギー庁HP「知っておきたいエネルギーの基礎用語～CO2を集めて埋めて役立てる｢CCUS｣」より

2012年度から2015年度に実証設備を建設。
2016年4月～2019年11月22日にCO2圧入量
累計30万tを達成。

CCS：Carbon dioxide Capture and Storage

CCUS：Carbon dioxide Capture, Utilization and Storage

未解決課題
・社会受容性
・貯留CO2の長期的な責任の所在

・コスト
CCS を含む石炭火力の発電コスト
15.2～18.7 円/kWh⇒再エネと同等

・CO2 貯留適地と発生源との距離
長距離輸送手段の検討が必要

・活用も未定
（CO2＋H2でメタンを作る研究中）



カーボンニュートラルの産業イメージ6

経産省HPより

原子炉・小型原子炉

高温ガス炉・核融合炉

記載されている



ちょっと寄り道

電気自動車は地球に優しいか？7

製造

•モーター＆電池

•エンジン

走行

•電気（発電方法）

•ガソリン

メンテナ

ンス

•電池交換

解体時
•車体

電気自動車(8.06km/kWh)

ガソリン車（19.0km/L)

ディーゼル車(21.6km/L)

社会を電力化するだけでは環境に優しくない。
⇒CO2削減には電力化と電源の脱炭素化のセットが必要。

電池交換：電池の寿命が影響

Estimation of CO2 Emissions of Internal Combustion Engine Vehicle and Battery Electric Vehicle Using LCA
Sustainability 2019, 11, 2690; doi:10.3390/su11092690 (マツダ論文）

電気のCO2は
火力88％で計算
＠2013年実績

電池製造の
投入エネルギーが
影響

電源構成が影
響（発電時の
CO2排出量）

傾き



もし、気候危機対策として原発に期待するとどうなるか？

スケジュールの問題（原発基数の自然減）

長期エネルギー需給見通しより
9808 億kWh @2030年

3割電力需要が増加すると（低く見積）
12750 億kWh @2050年

そのうち30％が原発だとすると
3825 億kWh @2050年・原発

これを満たすには2050年に100万kWの原発が60基程度は必要
新規建設・リプレースをしないと計算が合わないが・・・。

2020年11月４日 菅首相は２０５０年までに温室効果ガス排出量を実質ゼロにする
目標達成の手段として、原発の新増設は「現時点で考えていない」と述べている。

こんなに増やす？！

不整合

設備利用率70％計算でも
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火力＋CO2回収
原子力 30－40％

開発段階



もし、気候危機対策として原発に期待するとどうなるか？

スケジュールの問題（電源ごとの導入期間）

コスト等検証委員会 資料より作成
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/npu/policy09/pdf/20111125/siryo6-1.pdf

原子力は非化石燃料の発電所のなかで、
計画から稼働までの期間をもっとも長く要する。

今後、建設計画があったとしても、
世論の反対が強くなるため、これまでと同様の
期間で稼働できるとは考えにくい。
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2050年ネットゼロ社会に
原発の建設は間に合わない



もし、気候危機対策として原発に期待するとどうなるか？

コストの検証（日本）10

https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_

subcommittee/mitoshi/cost_wg/pdf/cost_wg_01.pdf

長期エネルギー需給見通し小委員会に対する
発電コスト等の検証に関する報告

モデルプラントは新規発電所を建設した場合に
ある前提を置いて
発電した電気のコストがいくらになるかの計算。

原発のコストは上昇（福島原発事故処理費用）
太陽光・風力発電などのコストは低下している

2015年の計算
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もし、気候危機対策として原発に期待するとどうなるか？

コストの検証

資源エネルギー庁 スペシャルコンテンツ「再エネのコストを考える」より

2030年モデルプラント
原発コスト 10.3円～

2030年モデルプラント
原発コスト 10.3円～ より
世界の再生可能エネルギーコストは
安くなっている。



もし、気候危機対策として原発に期待するとどうなるか？

コストの検証（電源別の10年コスト変化）12

原子力 地熱

石炭 太陽 ガス ピーク 風力 太陽光
光熱 コンバインド ガス

新規建設

ここ10年で
もっともコストが上昇したのが原発
新規建設で2番目に高コストとなった



もし、気候危機対策として原発に期待するとどうなるか？

コストの検証（新設再エネと既設原発）13

新設 既設

石炭 原発 ガス
コジェネ

洋上
風力

洋上
風力
税額控除

太陽光 太陽光
税額控除

米国投資銀行LAZARDによるコスト分析（2020）

既にある原発の発電コストと
新規建設の風力・太陽光のコ
ストが同水準まで低下

既設の原発を活用する
コスト面での理由が
なくなりつつある。



原発に期待をしつづけることで気候危機対策が遅れる理由

再エネ出力抑制問題とは14

太陽光発電の導入が急速に進む九州エリアでは2018年10月に再エネの出力制御が行われた
（エネルギー白書2020より） 日本初

出力制御の実績：2018年度26回 2019年度74回

（時間）昼朝 夜 昼朝 夜



原発に期待をしつづけることで気候危機対策が遅れる理由

再エネ出力抑制問題（電源の優先順位）15

原発は優先的に一定出力運転される
⇒原発は出力調整の効かない発電方法

出力固定

可動範囲

固定電源が増えると
電力供給の柔軟性が低下



原発に期待をしつづけることで気候危機対策が遅れる理由

再エネ出力抑制問題16

太陽光発電の導入が急速に進む九
州エリアでは2018年10月に再エネ
の出力制御が行われた
（エネルギー白書2020より）

原発の再稼働が進み一定出力の
電源比率が増えた九州エリアでは、
再エネの出力制御が行われた

という理解が正しいのではないか。

14 ％

13 ％

10 ％

4 ％

6 ％
6 ％8 ％12 ％

10 ％

35 ％

20％21％



原発に期待をしつづけることで気候危機対策が遅れる理由

予算配分の問題（日本のエネルギー研究開発）17

日本のエネルギー関連研究開発予算で
もっとも多くを占めているのは原子力関連の予算

IEA Energy Technology RD&D Budgetsより作成

「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」には

①2030 年までに国際連携による小型モジュール炉技術の実証
②2030 年までに高温ガス炉における水素製造に係る要素技術確立
③ITER 計画等の国際連携を通じた核融合 R&D の着実な推進

とあり、さらなる予算の投入が予想される

合計3100億円



原発に期待をしつづけることで気候危機対策が遅れる理由

予算配分の問題（文科省分野）18

4%

3%

60%
3%

9%

21%

文科省 クリーンで経済的な環境エネルギーシステム

の実現（2020年）

省エネルギー社会の実現に資する

次世代半導体研究開発

「地球規模課題である低炭素社会

の実現」領域(2050年を視野）

ITER計画、BA活動等の核融合研究

開発の実施

地球観測・予測情報を活用して環

境エネルギー問題に対応

先端的低炭素化技術開発

（ALCA）

その他

核融合

省エネ

合計350億円

その他

地球観測
予測

重点技術は
蓄電池と
バイオマス
の化成品

予算配分は適切か

温暖化対策の時間軸と
核融合利用の時間軸に
整合性はあるか？

社会的な議論が必要



原発に期待をしつづけることで気候危機対策が遅れる理由

新型炉、小型炉ならいいのか？19

小型モジュール炉（SMR) 高温ガス炉 核融合炉

コ
ン
セ
プ
ト

• 炉心（出力）が小さい。
• 格納容器内に原子炉や制御棒装置、

蒸気発生器を組み込んだ一体構造
• モジュール生産による工期短縮＆

低コスト化。

• 冷却材が水でなくHeガスで1600℃まで
扱えるので高温を利用し水素製造可能。

• 炉心構造材は黒鉛（熱容量大）で温度
変化が緩慢。

• 核燃料のセラミックで被覆し核分裂生
成物を閉じ込める

• 重水素（D)とトリチウム（T)を超高温
• （1億２千万度）にして核融合させてエネルギー

を取り出す。
• 高レベル放射性廃棄物があまり生じない。
• 核分裂のような連鎖反応がない

課
題

• 要素技術の開発が必要
• 経済性を検証

• ノウハウの蓄積と実用化スケールへの
拡張が必要

• 実験炉の建設に向けた試験や要素技術開発が必
要

「課題」は「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」より抜粋

量子科学技術研究開発機構HPより日本原子力研究開発機構HPよりNuScale Power 資料より



温暖化と異常気象下での原発の運転リスク
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熱波
水温上昇

海面上昇

巨大化する
台風・ハリケーン

寒波 干ばつ

温暖化
異常気象

海岸沿いの原発は敷地水没の可能性
津波想定高さの上昇も

海水や河川水の温度上昇。
冷却機能が不十分になり、
出力低下や運転停止に。

内陸にある原発は
河川沿いに建てられているが
干ばつで河川や湖の水量が減少し
冷却水が確保できず運転停止に。

巨大なハリケーンによって
原発につながる送電線が破壊
されると外部電源の喪失となる。
竜巻による飛来物が想定以上の
破壊力をもって原発を襲う。

豪雨による浸水
塩害による腐食
機器の故障

アイスジャム（氷の津波）
による取水不能
配管凍結等

クラゲや海藻の大量発生で
取水困難になり
出力低下・運転停止へ

「史上最悪」の気象が起こりうるため、経験値に基づいた対策では不十分



温暖化と異常気象下での原発の運転リスク
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IAEAに報告された 気象に関わる原発の運転報告

1980-2009

熱波

「Adapting the Energy Sector to Climate Change」より

2015-2017に原子力施設でおきた外部イベント

Nuclear Power Plant Operating Experience from the IAEA/NEA
International Reporting System for Operating Experience 2015-2017

凍結 雷強風洪水 腐食熱波

豪雨・豪雪

凍結
地震

嵐・強風

洪水
落雷

2000年代の熱波では、水温上昇による運転停止や
出力低下が発生。
フランスでは原発の水温制限を緩和し対応。
水温制限は河川環境保護のために設定されてい
た。

気象に関わる原発運転の報告があるが、
異常気象が増える地球で、
現状のリスク想定のまま原発運転させて良いか



ネットゼロ社会の姿
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地球環境戦略研究機関「ネット・ゼロという世界：2050年日本（試案）」

ネットゼロ：
CO2に排出と吸収を合わせてゼロにする

ロックインシナリオ
（現状維持）

トランジションシナリオ
（社会変革）

経済合理性 経済合理性、環境合理性、
生活の質への欲求の高まり

製品の所有 機能・サービスの消費、
シェアリング

大量生産・大量廃棄、
現状の資源循環

循環型社会の形成、カスタ
マイズ・デマンドフロー生
産

エネルギー利用に係る問題
が供給側で対応され、
エネルギーのコンシュー
マーとしての暮らし

デマンドレスポンス関連技
術を応用し、再生可能エネ
ルギーの変動と調和がある
エネルギーのプロシューマ
―としての暮らし

CCSを用いた化石燃料の利
用の継続

多様な再生可能エネルギー
中心

集中型電源・既存の電力シ
ステム

分散型電源・送電網の拡充,

デマンドレスポンス等

社会構造を
維持したまま
エネルギー吸収
を増やすのか。

直接空気回収・貯留

社会変革をして
エネルギー消費
をへらすのか。

（一部抜粋）



まとめ23

・2050年ネットゼロ目標：電力消費増大、再エネとともに原子力（小型
炉・高温ガス炉・核融合炉）の活用を想定。
・2050年に50-60基の原発が必要となる電力需要想定だが、40年廃炉ルール
に基づけば既存原発では電力供給力が明らかに不足。
・もし原発を増やそうとしても、コストの面でもスケジュールの面でも合わ
ない。再エネを導入するほうが合理的。
・エネルギー関連の研究開発費の第1位は2019年においても原子力。
予算配分は適切か、議論が必要では。

・異常気象は、原発の運転リスクを一層高める。
・2050年ネットゼロを目指すなら、エネルギー消費の少ない社会に。
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ありがとうございました


